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５／１号
No. 1004

《
今
号
の
主
な
内
容
》

・
国
民
健
康
保
険
制
度
の
現
状
と　

年
度
税
率
等
を
改
定　

１
面

２１

・
第
2
期
東
久
留
米
市
障
害
福
祉
計
画
を
策
定　
　
　
　
　

２
面

・
環
境
フ
ェ
ス
テ
ィ
バ
ル
～
草
野
満
代
氏
の
講
演
会　

４
・
５
面

・
大
腸
が
ん
検
診
・
肺
が
ん
検
診
を
実
施　
　
　
　
　
　
　

７
面

国
民
健
康
保
険
制
度 

の
沿
革
と
現
状

　

国
民
健
康
保
険
制
度
は
、
農
林

水
産
業
者
お
よ
び
自
営
業
の
方
を

中
心
と
す
る
保
険
制
度
と
し
て
創

設
さ
れ
ま
し
た
が
、
ほ
か
の
医
療

保
険
に
属
さ
な
い
方
す
べ
て
を
被

保
険
者
と
し
て
い
る
た
め
、
高
齢

化
や
産
業
構
造
の
変
化
等
の
影
響

を
受
け
や
す
く
、
制
度
発
足
時
と

比
べ
高
齢
者
の
割
合
が
増
加
す
る

と
と
も
に
、
農
林
水
産
業
や
自
営

業
の
方
の
割
合
が
減
少
し
、
年
金

受
給
者
等
の
無
職
の
方
の
加
入
割

合
が
増
加
し
て
い
ま
す
（
表
１
参

照
）。

　

そ
の
結
果
、
市
町
村
の
国
民
健

康
保
険
（
以
下
、「
国
保
」）の
決
算

状
況
は
、
赤
字
基
調
で
厳
し
い
も

の
と
な
っ
て
い
ま
す（
表
２
参
照
）。

ま
た
、
制
度
の
構
造
的
な
問
題
等

に
よ
り
、
市
町
村
に
お
い
て
も
改

善
に
努
め
て
い
る
も
の
の
、
厳
し

い
運
営
を
余
儀
な
く
さ
れ
て
い
ま

す
。

　

本
来
、
国
保
制
度
は
医
療
費
の

支
払
い
に
充
て
る
べ
く
、
財
源
を
、

　
　

年
中
に
田
無
警
察
署
管
内
の

２０
東
久
留
米
市
内
で
発
生
し
た
「
ひ

っ
た
く
り
」
の
件
数
は　

件
で
し

３８

た
。　

年
に
比
べ　

件
も
増
加
し

１９

１３

て
い
ま
す
（
同
警
察
署
手
集
計
）。

　
　

年
中
に
発
生
し
た
「
ひ
っ
た

２０
く
り
」
の
特
徴
は
次
の
通
り
で
す
。

　

①
午
後
８
時
前
後
に
多
発
②
被

害
者
年
齢
は　

歳
代
が
最
多
で
、

２０

次
い
で　

歳
代
、　

歳
代
③
被
害

６０

５０

者
の
９
割
が
女
性
で
、
犯
人
の
６

割
が
バ
イ
ク
を
使
用

　
「
ひ
っ
た
く
り
」
は
、
皆
さ
ん
の

ち
ょ
っ
と
し
た
心
掛
け
で
防
ぐ
こ

と
が
で
き
る
犯
罪
で
す
。
被
害
に

国
や
都
な
ど
の
公
費
に
よ
る
負
担

（　

㌫
）
と
国
保
税
（　

㌫
）
に

５０

５０

よ
っ
て
賄
う
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

し
か
し
、
現
実
は
国
保
税
の
歳
入

不
足
を
、
一
般
会
計
か
ら
赤
字
財

政
補
て
ん
と
し
て
の
繰
入
金
（
当

市
の　

年
度
決
算
で
は
６
億
２
０

１９

０
０
万
円
）
に
よ
っ
て
補
い
、
収

支
を
保
っ
て
い
る
状
況
で
す
。

当
市
の
国
保
税
の
算
定

　

国
保
税
は
、
負
担
能
力
に
応
じ

て
算
出
さ
れ
る
「
応
能
割
（
所
得

割
と
資
産
割
）」
と
、
受
益
者
負
担

の
意
味
合
い
か
ら
負
担
い
た
だ
く

「
応
益
割（
被
保
険
者
均
等
割〈
均

等
割
〉、
世
帯
別
平
等
割
〈
平
等

割
〉）」
の
合
算
に
よ
り
計
算
さ
れ

ま
す
。

　
【
語
句
解
説
】応
能
割
の
所
得
割

と
は
世
帯
の
所
得
に
応
じ
て
、
資

産
割
と
は
世
帯
で
有
し
て
い
る
固

定
資
産
に
応
じ
て
、
そ
れ
ぞ
れ
計

算
し
ま
す
。
応
益
割
の
均
等
割
と

は
世
帯
の
被
保
険
者
数
に
応
じ
て
、

平
等
割
と
は
世
帯
ご
と
に
、
そ
れ

ぞ
れ
計
算
し
ま
す

　

年
度
国
保
税
の
税
率 

２１改
定
（
後
期
支
援
分 

・
介
護
分
）
に
つ
い
て

　

長
寿
医
療
制
度
（
後
期
高
齢
者

医
療
制
度
）
の
医
療
費
に
要
す
る

費
用
に
充
て
る
財
源
は
、
患
者
負

担
を
除
き
約　

㌫
を
公
費
が
負
担

５０

し
、　

㌫
を
高
齢
者
自
身
の
保
険

１０

料
と
し
て
負
担
し
ま
す
。
残
り　
４０

㌫
を
相
互
扶
助
の
考
え
方
に
よ
り
、

現
役
世
代
が
加
入
し
て
い
る
医
療

保
険
制
度
か
ら
保
険
料
（
税
）
と

し
て
納
め
る
と
さ
れ
、
国
保
で
は

国
保
税
に
「
後
期
支
援
分
」
と
し

て
上
乗
せ
し
て
賦
課
し
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
介
護
サ
ー
ビ
ス
に
要
す

る
費
用
に
充
て
る
財
源
は
、　

㌫
５０

を
公
費
が
負
担
し
、
残
り　

㌫
を

５０

相
互
扶
助
の
考
え
方
に
よ
り
、　
４０

歳
以
上
の
す
べ
て
の
方
が
負
担
す

る
と
し
て
い
ま
す
。

　

そ
の
う
ち
、　

歳
～　

歳
の
方

４０

６４

は
、
第
２
号
被
保
険
者
と
し
て
加

入
し
て
い
る
医
療
保
険
制
度
か
ら

保
険
料
（
税
）
と
し
て
納
め
る
と

さ
れ
、
国
保
で
は
、
介
護
保
険

（
介
護
）
納
付
金
相
当
分
の
う
ち

国
庫
支
出
金
等
を
除
き
、
国
保
税

に
「
介
護
分
」
と
し
て
上
乗
せ
し

て
賦
課
し
て
い
ま
す
。

検

討

の

経

過

　
　

年
度
の
国
保
会
計
の
中
で
、

２１
後
期
高
齢
者
支
援
金
と
し
て
保
険

者
が
納
付
す
る
費
用
の
不
足
が
見

込
ま
れ
る
こ
と
、
介
護
保
険
納
付

金
の
減
額
が
見
込
ま
れ
る
こ
と
、

ま
た
、
介
護
分
の
限
度
額
に
つ
い

て
政
令
で
定
め
る
額
に
変
更
が
あ

っ
た
た
め
、　

年
度
国
保
税
の
税

２１

率
等
改
定
に
つ
い
て
検
討
を
行
う

必
要
が
生
じ
ま
し
た
。
こ
の
た
め
、

今
年
１
月
に
国
民
健
康
保
険
運
営

協
議
会
に
対
し
て
、「
国
保
税
の
税

率
等
の
改
定
」
に
つ
い
て
諮
問
し
、

同
協
議
会
で
改
定
の
必
要
性
や
内

容
等
を
審
議
・
検
討
し
、
答
申
が

出
さ
れ
ま
し
た
。

　

こ
の
答
申
を
受
け
て
、
３
月
に

開
催
さ
れ
た
第
１
回
市
議
会
定
例

会
に
国
保
税
条
例
の
改
正
案
を
提

案
し
、
原
案
通
り
可
決
さ
れ
ま
し

た
。軽

減
措
置
制
度
に
つ
い
て

　

国
保
税
は
目
的
税
で
あ
り
、
原

則
、
一
般
税
の
よ
う
な
非
課
税
制

度
が
あ
り
ま
せ
ん
。
ま
た
所
得
の

少
な
い
方
も
、
応
分
の
応
益
割
の

国
保
税
を
負
担
す
る
こ
と
か
ら
、

一
定
基
準
以
下
の
所
得
世
帯
に
つ

 表２　国民健康保険（市町村）の収支状況
　　（退職被保険者分を除く）

１８年度１７年度１６年度区　分

８兆９,５９５億円８兆５,４５８億円８兆３,９５４億円 収入（合計額）

８兆８,８１５億円８兆４,４６１億円 ８兆２,７５５億円 支出（合計額）

７８０億円９９７億円１,１９１億円 収支差引額

▲８２３億円▲１,１２１億円▲８３０億円
 単年度
収支差引額

▲３,２３６億円 ▲３,６９７億円▲３,２８８億円
 一般会計繰入金
（赤字補てんを
目的とするもの）

※厚生労働省資料による。

平成１８年度区　分

４,７３８万人  被保険者数（年度末）

３６.８％ 対国民数比

１.９人  １世帯当たり被保険者数

２２.５％  老人加入率

４.０％ 農林水産業

世帯主職業

１４.５％ 自営業

２４.１％ 被用者

５４.８％ 無職者

２.６％ その他

※厚生労働省資料による。

昭和３６年度

４,５１１万人 

４７.０％ 

４.２人 

４.８％ 

４４.７％ 

２４.２％ 

１３.９％ 

９.４％ 

７.８％ 

い
て
は
、
軽
減
制
度
が
設
け
ら
れ

て
い
ま
す
。

　

当
市
の
場
合
は
、
国
保
税
に
お

け
る
応
益
分
の
割
合
を
国
基
準
で

あ
る　

㌫
以
上
と
し
て
い
る
た
め
、

４５

世
帯
所
得
に
よ
り
応
益
割
に
関
わ

る
国
保
税
の
７
割
・
５
割
・
２
割

が
軽
減
さ
れ
て
い
ま
す
。
な
お
、

軽
減
相
当
額
は
、
国
や
都
な
ど
か

ら
の
交
付
金
等
に
よ
り
補
て
ん
さ

れ
ま
す
（
応
益
割
合
が　

㌫
未
満

４５

の
市
区
町
村
で
は
、
６
割
・
４
割

の
軽
減
措
置
に
な
り
ま
す
）。

　

①
軽
減
判
定
（
控
除
前
）
所
得

が　

万
円
以
下
の
世
帯
＝
応
益
割

３３
に
係
る
国
保
税
の
７
割
を
軽
減

　

②
軽
減
判
定
（
控
除
前
）
所
得

が　

万
円
＋
（　

万
５
０
０
０
円

３３

２４

×
〈
世
帯
主
を
除
く
被
保
険
者
数

＋
世
帯
主
を
除
く
特
定
同
一
世
帯

所
属
者
数
〉）以
下
の
世
帯
＝
応
益

割
に
係
る
国
保
税
の
５
割
を
軽
減

　

③
軽
減
判
定
（
控
除
前
）
所
得

が　

万
円
＋
（　

万
円
×
〈
被
保

３３

３５

険
者
数
＋
特
定
同
一
世
帯
所
属
者

数
〉）以
下
の
世
帯
＝
応
益
割
に
係

る
国
保
税
の
２
割
を
軽
減

国

保

事

業

の 

健
全
運
営
に
向
け
て

　

健
や
か
で
安
心
し
て
過
ご
せ
る

生
活
は
す
べ
て
の
人
の
願
い
で
す
。

時
代
の
変
化
に
対
応
し
、
将
来
に

わ
た
っ
て
安
定
し
た
国
保
事
業
の

運
営
が
で
き
る
よ
う
に
、
国
保
税

の
税
率
等
を
改
定
し
ま
し
た
。

　

ご
理
解
、
ご
協
力
を
お
願
い
し

ま
す
。

２１年度の変更点
　国民健康保険税の税率等について、２１年
度の変更点は次の通りです。
◎後期支援分
　応能割の所得割税率は１.１５％から１.４％に
なります。資産割税率は３.２％で現行通りで
す。
　応益割の均等割額は８,２００円から９,４００円
に、平等割額は１,２００円から１,８００円になりま
す。賦課限度額は１２万円で現行通りです。
◎介護分
　応能割の所得割税率は１.１％から１％に
なります。資産割税率は７％で現行通りで
す。
　応益割の均等割額は８,４００円から８,０００円
に、平等割額は４,２００円から４,０００円に、賦課
限度額が９万円から１０万円になります。

　

国
民
健
康
保
険
は
、
け
が
や
病
気
な
ど
の
と
き
の
た
め
に
、
加
入

す
る
皆
さ
ん
が
お
金
を
出
し
合
っ
て
助
け
合
う
制
度
で
す
。

　

今
号
で
は
、
こ
の
制
度
の
現
状
等
と
、
国
民
健
康
保
険
税
の
税
率

等
の
改
定
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　

詳
し
く
は
保
険
年
金
課
国
民
健
康
保
険
係
緯
４
７
０
・
７
７
３
３

へ
。

駒

遭
わ
な
い
た
め
の
防
犯
対
策
と
し

て
は
、
次
の
点
が
有
効
で
す
。

　

◎
歩
く
と
き
、
バ
ッ
グ
等
は
建

物
側
・
壁
側
に
持
ち
ま
し
ょ
う

　

◎
自
転
車
の
カ
ゴ
に
は
「
ひ
っ

た
く
り
防
止
ネ
ッ
ト
」
を
付
け
ま

し
ょ
う

　

◎
後
方
か
ら
自
転
車
や
バ
イ
ク

が
近
づ
い
て
き
た
ら
警
戒
し
ま
し

ょ
う

　

詳
し
く
は
警
視
庁
生
活
安
全
総

務
課
緯　

・
３
５
８
１
・
４
３
２

０３

１
（
内
線
３
４
９
１
３
）、
市
防
災

防
犯
課
防
災
防
犯
係
緯
４
７
０
・

７
７
６
９
へ
。

ご注ご注意意
くださくださいい

市
内
で

「
ひ
っ
た
く
り
」
が

　
 
多
発
し
て
い
ま
す

２１年度国民健康保険税の税率等を
改定します

 表１　国保健康保険（市町村）の現状

▼

自転車のカゴへ付けた「ひった
くり防止ネット」の例

◎歩くとき、バッグ等は建物
　側・壁側に持ちましょう

ひったくり被害に

遭わないために

◎後方から自転車やバイクが
近づいてきたら警戒しまし
ょう

◎自転車のカゴには「ひった
　くり防止ネット」を付けま
　しょう


